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日本におけるシティズンシップ教育のゆくえ
橋　本　将　志
はじめに
　1990年代以降，日本の教育政策では多くの変
化が生じている。ゆとり教育から学力重視への転
換，地方分権とこれによって生じた自治体の首長
の教育政策に対する影響力の拡大，三位一体の改
革による義務教育費国庫負担金の削減，New 
Public Management に基づく教育行政と学校運
営の推進，教育基本法の改正などいずれも従来の
政策から大きな転換を示している。
　こうした変化の一つに，日本においてもシティ
ズンシップ教育（civic/citizenship education 1）
の導入がある。シティズンシップ教育は1990年
代以降，イギリスなどの欧米諸国だけでなく，ア
ジア諸国でも導入されている。また，EUなどの
国際レベルの組織においてもシティズンシップ教
育に関する調査や政策が実施されている。
　シティズンシップ教育という考え方は古くから
存在していたが2，政府によって公式に導入され
始めたのは1990年以降であった。グローバル化
による社会の多民族化，多様化の進行によって，
市民権や市民性の中身が問い直される中で，シ
ティズンシップへの関心が導入を後押しした3。
そして，政治的な知識やスキル，政治に対する理
解を高め政治的なリテラシーを身に付けるために
政治教育としてのシティズンシップ教育が実施さ
れていった。
　ただし，シティズンシップ教育が導入された理
由はこれだけではない。日本においてシティズン
シップ教育への注目を集めるきっかけの一つと
なった経済産業省の『シティズンシップ教育宣
言』では，シティズンシップ教育の目的としてグ
ローバル化に対応するために新たな能力を育成す
ることが挙げられていた。また，EUではリスボ
ン戦略4 の目標として「アクティブ・シティズン
シップ（active citizenship）」 を提唱されたが，
この戦略の目的は「世界でもっとも競争力のあ
る，ダイナミックな知識基盤型経済圏」となるこ
とであった5。こうしたシティズンシップ教育で
は政治的なリテラシーと共に後述のキャリア教育
で提起された能力，例えば，積極性やネットワー
ク形成力，対人コミュニケーション能力などの習
得が求められている。さらに，地域の共通課題と
その解決法を実践的に学習するために，あるいは
地域社会の再生産を担う人材育成のためにシティ
ズンシップ教育が実施されている6。
　このようにシティズンシップ教育に対して，政
治的なリテラシーだけでなく経済社会の変化に対
応する能力や地域社会の諸問題に取り組む方法を
習得することが目的とされている。ただし，日本
ではイギリスなどのように全国的に導入されて，
実施されているわけではない。
　しかし，冒頭で論じた日本の教育政策の変化が
シティズンシップ教育の導入に影響を与える可能
性がある。これまで日本の教育政策過程につい
て，文部科学省や自民党の文教族，教育委員会な
ど教育政策内部のアクターと7，文部科学省―都
道府県教育委員会―市町村教育委員会―学校とい
う縦割り構造が持つ影響力の高さが強調されてき
た8。しかし，2001年の省庁再編による首相や内
閣官房の機能強化，地方分権化などによって教育
分野外部のアクターの影響力が高まった。また，
シティズンシップ教育では多様なアクターが関与
する。こうした教育政策過程の変化はシティズン
シップ教育の採用や実施に影響を与える可能性が
ある。
　本稿ではシティズンシップ教育を取り上げる，
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先行研究では外国の事例や日本の各学校での実践
例が取り上げられることが多い9。本稿もそうし
た研究に負うところが多い。ただし，実施体制に
ついて論じた研究は少なく10，中央政府まで視野
に入れて検討した研究はほとんど見られない。そ
こで実施体制などシティズンシップ教育に関わる
政策過程を視野に入れて，日本において今後，シ
ティズンシップ教育が全国的に導入，実施される
可能性を考察する。
　そのため，第一に海外のシティズンシップ教育
の特徴を明らかにするため，先行研究で言及され
ることの多いイギリス，アメリカのシティズン
シップ教育について取り上げる。第二に日本の公
民教育の展開と1980年代以降の学力観の変化を
論じ，日本においてシティズンシップ教育が導入
された背景を明らかにしていく。第三に日本のシ
ティズンシップ教育について論じ，品川区などの
各地の取り組み，経済産業省によるキャリア教育
と『シティズンシップ教育宣言』，そして，文部
科学省のシティズンシップ教育に関連する政策を
とりあげる。第四に政策過程の観点からシティズ
ンシップ教育の導入の可能性を考察していく。
１．海外におけるシティズンシップ教育 
　　　 イギリス，アメリカを事例として
（１）シティズンシップ教育とは何か
　シティズンシップを取り上げる際には，T・
H・マーシャルの定義に言及される。マーシャル
によれば，「シティズンシップとはあるコミュニ
ティの成員に与えられた地位身分（status）であ
る。これをもつものは，その地位身分に付与され
た権利と義務において平等である 11」 という。
マーシャルはイギリスにおけるシティズンシップ
の歴史をもとに，シティズンシップ含まれる三つ
の権利，すなわち，市民的権利，政治的権利，社
会的権利を提示した。市民的権利とは個人の自由
のために必要な権利であり，人身の自由，思想・
信条の自由，財産を所有し正当な権利を結ぶ自
由，裁判に訴える権利である。政治的権利とは政
治的権利を認められた団体の成員として，あるい
はそうした団体の成員を選挙する者として，政治
的権利を行使するという参政権のことである。社
会的権利とは経済的福祉と安全の最小限を請求す
る権利に始まり，社会的財産を完全に分かち合う
権利や，社会の標準的な水準に照らして文明市民
としての生活を送る権利に至るまで，広範の権利
のことを意味している12。
　また，D・ヒーターはシティズンシップの議論
は次の二つの潮流に整理している。すなわち，市
民に対して共同社会への義務や責任を果たすこと
を求める市民共和主義的シティズンシップ（civic 
republic citizenship）と，共同社会に対して市民
の権利を保障することを求める自由主義的シティ
ズンシップ（liberal citizenship）論である13。
　シティズンシップ教育は「社会の構成員として市
民（citizen）が備えるべき『市民性（citizenship）
を育成するために行われる教育であり，集団への
所属意識，権利の享受や責任・義務の履行，公的
な事項への関心や関与などを開発し，社会参画に
必要な知識，技能，価値観や傾向を習得される教
育』14」であり，先に論じたシティズンシップの
義務と権利という二つの側面を含んでいる。
　シティズンシップ教育は目標とされる市民性や
市民権によってその内容によって左右される。シ
ティズンシップの内容は皇民，国民，公民，市民
といった様々な意味が投入可能であり，シティズ
ンシップ教育の内容は論者によって多様な値を取
るため，「シティズンシップ教育」という枠組自
体に対する批判は生まれにくく15，シティズン
シップ教育という言葉は様々な政治性と節合可能
である16。このため様々な立場からシティズン
シップ教育が提唱されている。
（２）イギリスにおけるシティズンシップ教育17
　イギリスでは次のような問題が，シティズン
シップ教育の導入を促した。一つは1990年代に広
まった「若者の疎外（youth alienation）」と呼ば
れる諸問題，すなわち，若者の政治的無関心や低
投票率，学校の無断欠席，暴力・犯罪行為の増加
などの若者が抱く政治や社会に対する疎外感とい
う問題である。二つには移民の増加によってイギ
リス社会の多文化社会化，共通の価値観の欠如の
進行であった18。
　1997年にトニー・ブレアを首相とする労働党
政権が発足すると，シティズンシップ教育が全国
共通カリキュラムに取り入れられ，義務教育課程
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において必須科目となった。教育・雇用大臣に就
任したデイビッド・ブランケットはシティズン
シップに関する諮問委員会（The Advisory Group 
on Citizenship）を設置した。この委員会の議長
にロンドン大学教授で政治学者のバーナード・ク
リックが就任し，通称クリック報告19 と呼ばれる
「Education for Citizenship and the Teaching of 
Democracy in Schools: Final Report of the 
Advisory Group on Citizenship」が発表された20。
このクリック報告では，先に論じたようなイギリ
スにおける政治への無関心や無知，冷笑的な態度
を懸念し，こうした問題に対処するために，「能
動的な市民」を育成することを目ざした。そし
て，①社会的道徳的責任，②地域コミュニティへ
の参加，③政治的リテラシー（の習熟）から構成
されるシティズンシップ教育を提唱し，これを学
校カリキュラムに取り入れることを勧告した 21。
また，シティズンシップ教育を学校カリキュラム
化する場合，他の科目のように学習内容（input）
を詳細に定めることなく , 学習の成果（output）
のみを厳密に定め学校が地域の実情に即して柔軟
に対応できるようにすべきと提案した22。
　クリック報告を受けて，ブレア政権は1999年
に全国共通カリキュラムを改訂し，シティズン
シップ教育を「シティズンシップ」という教科名
によって，11～16歳という中等教育段階のキー
ステージ3，423 で導入され，2002年から必修化
した。2007年には図1のように中等教育の全国共
通カリキュラムが改訂され，2008年9月に新たな
カリキュラムが実施された。これによって基本的
には1999年のカリキュラムの内容を踏襲しつつ，
学習内容に関する記述が減少したため，教育現場
での柔軟な実施を可能とした。その代わりに教科
を基礎づける「キー概念」やキープロセスが盛り
込まれた24。　　
Ⅰ キー概念
1．民主主義と公正
2．権利と責任
3．アイデンティティと多
様性：イギリスで共に
生きる
Ⅱ キープロセス
1．批判的考察と探求
2．意見表明と代弁
3．見識と責任ある行動
Ⅲ 学習範囲と内容
①政治的権利，法的権利，人権，市民の責
任
②法，司法制度の役割と若者との関係
③イギリスの議会制民主主義と政府の特徴
（投票，選挙を含む）
④言論の自由，多様なものの見方，世論を
形成・感化するメディアの役割及びそれ
の活用
⑤コミュニティや環境を左右する決定に影
響を与えることのできる，個人，団体，
組織の行動
⑥地方と国家の相違や対立に対処する方策
⑦地域コミュニティのニーズ，公私のサー
ビスを通してどのようにそのニーズを満
すか
⑧経済に関する意思決定がどのように行わ
れるか（公金の出所，公金の用途を誰が
決定するかを含む）
⑨イギリス社会の変化（共有される理念，
信条，文化，アイデンティティ，伝統，
ものの見方，価値の多様性を含む）
⑩イギリスへの移民，イギリスからの移民，
イギリス内の移民とその原因
Ⅳ カリキュラムが提供する機会
①時事問題，政治的議論のある問題（若
者が関心のある問題を含む）について
グループやクラス全体で討論する
②シティズンシップの技能を活用するこ
とによってシティズンシップの知識と
理解を発展させる
③個人と集団の作業，それぞれにおいて
異なる役割と責任を遂行する
④学校と地域コミュニティ活動に参加す
る。
⑤個人として，集団の一員として，意思
決定やキャンペーン運動を含む活動に
参加する
⑥可能な範囲で地域コミュニティの諸団
体と活動を共にする
⑦様々な政治問題において法，道徳，環
境，歴史，社会的側面を考慮する
⑧様々な話題に関連して，学校，地域，
地方，国家，ヨーロッパ，国際社会，
グローバルなど，幅広い文脈を考慮す
る
⑨情報源，意思伝達手段として様々なメ
ディアやITツールを活用する
⑩他の教科やカリキュラム分野の活動と
シティズンシップを関連づけ
出典：奥村牧人（2009）p20
図1　2007年全国共通カリキュラム（シティズンシップ：キーステージ3）の概要
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　「シティズンシップ」は全国共通カリキュラム
となったが必ずしも学校の時間割の中で特定の時
間で実施する必要はなかった。「歴史」などの単
一の教科で学ぶ場合もあれば，教科外活動（extra-
curricular activities），特別行事，全校生徒が集
まるアセンブリー・タイムなどを利用する場合も
あった25。また，シティズンシップ教育実施する
際，学校現場だけでなく，民間団体がシティズン
シップ教育の普及に際し，イニシアティブを発揮
してきた26。
（３）アメリカにおけるシティズンシップ教育
　アメリカでは市民が政治や社会に参加すること
に長い伝統があったが，1990年代から個人と社
会とのつながりが希薄化，例えば，個人単位での
政治団体や市民団体との関わり，ボランティア活
動や地域コミュニティでの活動に対する参加の減
少が見られた27。また，グローバルな経済競争に
耐えうるような人材の育成が重要視された。例え
ば，ビル・クリントン政権で労働長官を務めた労
働経済学者のロバート・ライシュはグローバル化
経済の下で競争力を支えるシンボリック・アナリ
ストの養成を強調した28。
　アメリカは合衆国憲法において連邦議会に教育
に関する権限の規定がないため，教育に関する権
限は各州にあるとされている。ただし，連邦政府
が教育に全く関与しないわけではなく，望ましい
政策やプログラムに対して州に補助金を交付する
という形で教育に関してきた29。シティズンシッ
プ教育については，1982 年に成立した「シティ
ズンシップの原理の教授に教育分野の包括的補助
金を使用する権限を付与する法律（An act to 
authorize the use of education block grant funds 
to teach the principles of citizenship）（PL97‒313）」
によって連邦政府から各州に対して，シティズン
シップ教育の実施に対する補助金が与えられた。
これは包括補助金の形をとったため複数のプログ
ラムやプロジェクトの中から，州や地方学区の必
要に応じて，シティズンシップ教育を選択できる
ようになった。さらに，包括補助金で支給される
プログラムやプロジェクトが列挙する際，単にシ
ティズンシップの諸原理を教授するプログラムと
明記された。このため，地方の必要に応じて，多
様な観点からシティズンシップ教育を展開するこ
とが可能となった30。
　1994年に成立した教育改革法「2000年の目標：
アメリカ教育法」によって連邦政府は各州に教育
内容や学力の基準となる教育スタンダードの作成
を促した。教育スタンダードは州政府だけでな
く，民間団体によっても教育スタンダードが作成
された。例えば，メイン州では表 1 のようにシ
ティズンシップ教育に関わる社会科のスタンダー
ドが示されている。民間団体では市民教育のため
のセンター（Center for Civic education：CCE）
が1994年に連邦教育局の支援を受けて作成した
National Standard for Civics and Governmentと
いうスタンダードがあった。このスタンダードは
「内容」，「スキル」，「資質」のカテゴリーで編成
されていた。「内容」の項目は，アメリカの政治
制度の基本は何か，など政治に関する学習が中心
となっていた。また，「スキル」には，説明，分
析といった知的スキルおよび政治を監視するなど
の参加スキルが，さらに，「資質」では個人の価
値や人としての尊厳を尊ぶなどが挙げられてい
た31。　　　
　シティズンシップ教育の実施方法は州や学校区
によって異なっている。シティズンシップ教育が
「社会科（Social Studies）」，「市民科」，「政治」
など単一の科目で実施されていたり，「サービ
ス・ラーニング（Service-learning）32」のような
特別授業の形式で取り組まれている33。
　このようにシティズンシップ教育の内容は州ご
と 学 校 ご と に 多 様 で あ る が， 全 米 学 力 調 査
（National Assessment of Education Progress：
NAEP）によって，教育の内容が方向づけられて
いる。この学力調査は，全米の生徒の教育達成度
を測る唯一の指標として教育政策に活用されてお
り，各教科の共通スタンダードに対応した内容に
なっている。シティズンシップ教育を担う「市民
科（Civics）」 も学力調査の対象とされており，
第 4，8，12 学年の生徒がテストを受けており，
1998年と2006年に「市民科」の学力調査が実施
された。この学力調査は，共通スタンダードに準
拠し，市民としての「知識（knowledge）」，「技
能（skills）」，「資質（disposition）」の三つから構
成され，各学校におけるシティズンシップ教育の
内容をある程度，方向づける役割を果たしてい
る34。
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小括
　イギリス，アメリカにおいて社会の多民族化や
社会不安，グローバル化された経済社会に対応す
るためにシティズンシップ教育が注目を集めた。
そして，教育内容には政治的なリテラシーだけで
なく，地域社会への注目も含まれていた。さら
に，シティズンシップ教育を実施する際には全国
共通のカリキュラム化されるが，実施内容や実施
形態は地方政府や学校現場に委ねられているこ
と，全国共通カリキュラムやスタンダードなどの
基準によって，その内容が方向づけられているこ
とが明らかとなった。次章ではシティズンシップ
教育の前身であった日本の公民教育とシティズン
シップ教育導入を促した1980年代以降の学力観
の変化を取り上げる。
２．日本の公民教育と学力観の変化
（１）日本の公民教育
　日本の近代的な学校制度は1872年の明治政府
による『学制』創設され，教育課程はその翌年の
1873年に『小学教則』によって定められた35。道
徳教育として修身が導入され，社会科では当初，
市民的社会における自由主義的で個人主義的な倫
理や民主主義的政治原理を説く欧米の教科書の翻
訳本が用いられた。しかし，1873年になると従
来の儒教主義的な教科書が追加例示され，その
後，自由民権運動の時期に入ると，儒教主義，天
皇中心主義の復興政策が強められ，修身では欧米
の翻訳書の使用が禁止された。そして，1880年
の改正教育法によって，修身が首位教科に躍進
表1　メイン州の市民科と政治の学習スタンダード2（第9‒12学年）
履修内容の指針
知識，概念，主題，形態 生徒は，憲法で規定されたアメリカ政府とアメリカの政治システムの理念，
目標，原理，構造，過程を理解し，同様に世界の他の政府及び政治システム
の形態を理解する。・政治の学習には，政府の構造，機能，制度，形態とア
メリカと世界の他の地域における政府と市民との関係が含まれることを説明
する。・抑制と均衡，連邦制，憲法制定文書で示された統治上の合意を含む，
アメリカ政治の民主的理念と憲法の原理を適用し，現在の問題を評価す
る。・民主的制度，民主的理念の解釈，憲法の原理は，時が経つにつれてど
のように，なぜ変化するのかを説明する。・アメリカの政治システムの目標，
構造，過程の特徴を述べる。・アメリカの政治システムと世界の他の国の政
治システムとを比較する。
権利，義務，責任，市民の
政治への参加
生徒は，憲法と法律に基づく権利，市民の義務と責任，憲法に基づく民主政
における市民の役割，世界の他の政治形態における市民の役割を理解す
る。・憲法に基づく民主政における憲法及び法律上の権利と市民の義務及び
責任との関係を説明する。・合衆国憲法，権利章典，画期的な判例を根拠と
して，政府と個人の関係を評価する。・憲法の原理，主な法律や判例におけ
る市民と政府の役割を分析する。・アメリカ市民の権利，義務，責任を他の
国の市民のそれと比較する。・国民が政府にどのように影響を及ぼすか，ま
た国民が投票，議員への陳情，地域コミュニティでの奉仕，市民的不服従
（civildisobedience）への関与を含む，「共通善（commongood）」のために
どのように活動するかを評価する。
個人的，文化的，国際的，
世界的な結びつき
生徒は，メイン州の原住民を含む，メイン州，アメリカ，世界における統合
と多様性の政治的，市民的側面を理解する。・メイン州，アメリカ，他の国
における統合と多様性に関わる歴史的，今日的問題の憲法，政治，市民的側
面を分析する。・メイン州及び他州のアメリカ原住民，またメイン州とアメ
リカにおける様々な新旧の移民集団，多様な世界の文化を含む，多様な文化
の政治構造，政治権力，政治的視点を分析する。
出典：奥村牧人（2009）p27
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し，1881年の小学校教則綱領では小学校の総授
業時数の17％強を占めるようになり，修身の内
容はより儒教主義的に変化した。
　こうした儒教主義的な教育政策の一方で，日清
戦争以降の社会変動を受けて社会諸制度の知識，
社会常識の教育がなされていった。1931年にな
ると新たに公民科が創設され，「立憲自治のため
の国民・市民の育成を目的とし，政治・経済・社
会の諸制度についての素養を身につけることを目
標」とされた。しかし，ファシズムの台頭などに
より公民科の内容は，「国体の本義・ 肇国の精
神・我が国固有の醇風美俗を核とする内容にな
り，初期公民科の中の市民的・社会科学的要素を
払拭され，国家主義的皇国主義的傾向」が強まっ
た。そして，1943年には中等学校の公民科も国
民科修身の中に組み入れられ，戦時の皇民教育へ
と変化していった。
　戦後，昭和 22 年 3 月の『学習指導要領一般編
（試案）』によって，戦前の修身，公民，地理，歴
史は社会科にまとめられた。この社会科は戦後教
育の一環として，社会認識を育て，日本の民主化
を担うよき市民の育成をめざす教科として，アメ
リカのSocial Studiesの強い影響のもとに，新し
く設けられた広域総合教科であった36。当時の学
習指導要領は法的拘束力がなかったために，社会
科の具体的な内容は教員が子供と地域の実情に即
して創り出された。そして，子供が日常生活で直
面する具体的な問題を取り上げ，その解決ための
プロセスによって社会についての知識・理解・能
力の獲得が目指されていった37。
　しかし，1958 年に学習指導要領が全面改訂さ
れ，社会科は系統主義で分野別の社会科となっ
た。例えば中学校での社会科は地理，歴史，政
治・経済・社会的分野を学年ごとに分野別で学習
することとなった。後に政治・経済・社会的分野
は公民的分野となった。また学習指導要領が法的
拘束力を持つこととなり，社会科の教育内容につ
いて教員の裁量が縮小された38。
　こうした社会科，公民科では社会を認識するこ
とに重点が置かれており，社会における振る舞い
を実践的に教育する機会が乏しかった。政治の面
でいえば，民主主義にかかわる制度や社会的な
ルールを身に着けられるが，ルール策定に関わる
役割やそのための政治的スキルを実践的に学ぶ機
会がなかった39。
（２）「新しい学力観」と「生きる力」
　1980年代，戦後教育の見直しを掲げて臨時教
育審議会が設置された。そしてその答申において
後の「新しい学力観」，すなわち知識の詰め込み
よりも子供の自発的な活動や体験を重視し，自ら
学ぶ意欲の育成や，思考力，判断力，表現力など
の能力の育成を重視し「指導ではなく支援」を重
んじる教育理念，教育方法が示された40。そし
て，1989 年の学習指導要領の改訂が「新しい学
力観」の育成の方針のもとに行われた。このため
小学校低学年では社会科，理科を廃止し生活科を
新設され，中学校では公民的分野の授業時間数が
年間70～105時間に弾力化され，高等学校では社
会科が廃止され，「地理歴史」「公民」が新設され
た。
　その後，日本の経済社会においても同様の能力
を求める動きが現れた。1996 年 3 月 26 日に日本
経済団体連合会は『創造的な人材の育成に向けて
―求められる教育改革と企業の行動―』を公表し
た。バブル経済委崩壊以降の不況を受けて，新た
な人材として「主体的に行動し，自己責任の観念
に富んだ，創造力あふれる人材」を提唱した。こ
の提言は「定められた目標」や「他者の定めた基
準」，「知識の量の多さ」や「学力試験を中心とす
る画一的な評価」，そして，「組織との協調」を明
示的に否定し，それに代わるものとして「自ら目
標，解決すべき課題の設定」，「既存の知識のとら
われない自由な発想により自力で解決する能力」，
「複眼的評価」などが強調されていた41。
　また，同じ1996年に中央教育審議会が出した
答申において「生きる力」が提唱された。この答
申において，主体性，判断力，創造性，問題解決
能力などが列記され，知識の暗記など従来の基礎
学力的な能力が否定的に論じられていた42。
　こうした「新しい学力観」や「生きる力」では
創造性，積極性，判断力など後のキャリア教育だ
けでなくシティズンシップ教育でも求められた能
力が示されていた。さらに，1990年代の地方分
権化への動きと2000年の地方分権一括法の施行
は，地方自治体独自の教育政策の展開を促した。
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小括
　日本の公民教育は戦前，天皇制国家を支える皇
民の育成であったが戦後直後は現在のイギリスな
どシティズンシップ教育に似た教育内容や教育体
制となった。しかし，その後は教育内容の系統主
義化や学習指導要領による拘束が強まっていた。
1980年代以降は「新しい学力観」や「生きる力」
など新しい学力の基準には創造性などシティズン
シップ教育で求められる能力が含まれていた。ま
た，同時期の地方分権化による権限移譲もシティ
ズンシップ教育の導入を促した。次章では日本で
実際にシティズンシップ教育が導入された事例に
触れ，日本のシティズンシップ教育の特徴を明ら
かにしていく。
３．日本のシティズンシップ教育
（１）地方におけるシティズンシップ教育の導入
　2000年以降，お茶の水女子大学付属小学校や
東京都品川区の「市民科」などシティズンシップ
教育が導入されていった。その他にも国立大学付
属の学校や文部科学省の指定研究開発を受けた学
校で実施されている。
　水山光春はこうしたお茶の水女子大学付属小学
校など六つの導入例を取り上げ，比較，検討を
行っている。水山によれば，これらの学校では表
2のようなシティズンシップ教育のねらいが示さ
れたという。なお，この表2左半分の三校は社会
科のみで，また，右半分の三校は社会科以外の領
域や活動を含めてシティズンシップ教育を実施し
ている学校である。　　　
　シティズンシップ教育のねらいについては，か
なり抽象的な記述であるが，総じて社会の形成に
積極的に関わっていくことのできる人間の育成を
めざされている43。
　また，シティズンシップ教育の構成要素とカリ
キュラム構造については，表 3 のような特徴が
あった。　　　
　いずれの学校においてもシティズンシップ教育
のあるべき知識像は明らかにされていない。技能
表2　シティズンシップ教育のねらい
お茶の水女子
大学付属高校
「市民科」
（2002年）
埼玉県桶川市
立加納中学校
「選択社会」
琉球大学付属
中学校
「選択社会」
東京都品川区
律小・中学校
「市民科」
お茶ノ水女子大
学付属小学校
（2008‒2010年）
京都府八幡市
立小・中学校
「提案や意思決
定の学びを通し
て」「益々加速
する社会や環境
の変化に対し
て，積極的に，
適切な社会的価
値判断や意思決
定をしていく
力」としての市
民的資質を育
む。
今，どのような
行動を取ること
が正しいのかを
判断させなが
ら，社会の一員
としての適応を
考えさせるとと
もに，よりよい
社会づくりに向
けた中学生にも
できる社会参加
や社会貢献のあ
りかたを模索す
る。
公共的な問題を
解決していく判
断力と行動力と
しての市民性を
育てるために，
「共同作業のた
めの『議論を促
し合意形成を図
る力』」として
のファシリテー
ション能力の育
成。
「市民」を広く
社会の形成者と
いう意味でとら
え，社会の構成
員としての役割
を遂行できる資
質・能力ととも
に，確固たる自
分をもち，自ら
を社会的に有為
な存在として意
識しながら生き
ていける「市民
性」を育てる。
同校で定義する
「公共性」を育
むことである。
「公共性」とは，
教師が民主主義
に基づく社会生
活を創る資質・
能力を育てる視
点をもち，友だ
ちと自分の違い
を排除せずに，
理解し考える力
を発揮する子ど
も育てることで
ある。
多様な価値観や
文化で構成され
た社会におい
て，個人が自己
を守り，自己実
現を図るととも
に，よりよい社
会の実現に寄与
するという目的
のために，社会
の意思決定や運
営の過程におい
て個人としての
権利と義務を行
使し，多様な関
係者と積極的に
関わろうとする
資質の育成。
出典：水山光春（2010）p27．ただし，表記を変えたところがある。
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については総合的な能力を獲得することが求めら
れており，目標とされる価値については市民共和
主義的な価値観が前面に据えられている44。
（２）経済産業省のシティズンシップ教育宣言
　日本においてキャリア教育は2003年6月に文部
科学大臣，厚生労働大臣，経済産業大臣，経済財
政政策担当大臣を構成メンバーとする若者自立・
挑戦戦略会議によって「若者自立・挑戦プラン」
に基づいて実施された。官民一体となって若年者
対象の「人材対策の強化」を総合的に打ち出さ
れ，主に厚生労働省が施策を進めたが，経済産業
省は企業家教育の推進と，文部科学省と共同で小
学校段階からのキャリア教育の推進に関わっ
た45。このように省庁間の連携によって「若者自
立・挑戦プラン」が推進されていった。
　経済産業省はキャリア教育を推進する際に，
「将来のわが国を支える子供たちに対して，職業
人としての資質や能力を高めるだけでなく，「働
くこと」への関心・意欲の高揚を通じた学習意欲
の向上を図ることや，自己と他者や社会との適切
な関係を構築する力や自立意識を養うことを通じ
て，豊かな人間性等の「生きる力」を育てていく
ことが求められている46」という考え方を示し
た。そして，「一人一人の社会的・職業的自立に
向け，必要な基盤となる能力や態度を育てること
を通して，キャリア発達を促す教育 47」として，
キャリア教育を推進した。
　このキャリア教育によって身に付けさせる力と
して，文部科学省の内部の協力者会議作成による
「小学校・中学校・高等学校キャリア教育推進の
手引」によれば次の四つが示された。すなわち，
①人間関係形成能力（自他の理解能力とコミュニ
ケーション能力），②情報活用能力（情報収集・
探索能力と職業理解能力），③将来設計能力（役
割把握・認識能力と計画実行能力，④意志決定能
力（選択能力と課題解決能力）である。そして，
それぞれの具体的には，①は他者の個性を尊重
し，自己の個性を発揮しながら，様々な人々とコ
ミュニケーションを図り，協力・共同して物事に
表3　シティズンシップ教育の構成要素とカリキュラム構造
お茶の水女子
大学付属高校
「市民科」
（2002年）
埼玉県桶川市
立加納中学校
「選択社会」
琉球大学付属
中学校
「選択社会」
東京都品川区
律小・中学校
「市民科」
お茶ノ水女子大
学付属小学校
（2008‒2010年）
京都府八幡市
立小・中学校
構
　
成
　
要
　
素
知
　
識
ほぼ社会科と
しての内容に
等しい知識
中心市街地活
性化という課
題に応じた知
識
公園改造とい
う課題に応じ
た知識
各学年で設定
される活動に
応じた知識
各教科個別の
知識，シティ
ズンシップ教
育としての知
識としては明
確でない
・経済，
キャリア
・ルール，
マナー
・民主主義
・ユニバーサ
ルデザイン
技
　
能
価値判断・意
思決定
政治家や政治
の実現可能性
を，検証可能
性をもって評
価する力
ファシリテー
ション
合意形成
15の能力 友だちと自分
の違いを排除
せずに，理解
し考える力
・コミュニ
ケーション
・情報収集，
分析
・社会的判断
価
　
値
公共性 公共性・多様
性
・思いやり
・自尊心
・責任感
カリキュ
ラム構造
単独・独立 単独・独立 単独・独立 単独・統合 複数・総合 複数・総合
出典：水山光春（2010）p31．ただし，表記を変えたところがある。
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取り組む力を育成することであり，②は学ぶこ
と・働くことの意義や役割およびその多様性を理
解し，幅広く情報を活用して，自己の進路や生き
方の選択に生かす力を育成することである。③は
夢や希望を持って将来の生き方や生活を考え，社
会の現実を踏まえながら，前向きに自己の将来を
設計する力を育成することであり，④は自らの意
志と責任でよりよい選択・決定を行うとともに，
その過程での課題や葛藤に積極的に取り組む力を
育成することである。
　このようにキャリア教育にはシティズンシップ
教育と類似の能力を養うことが目的とされている
と言える。
　キャリア教育の推進のため経済産業省は各地で
キャリア教育コーディネーターを認定した。この
コーディネーターはNPOなどで，学校側と職場
側の間に立ち，キャリア教育実施のための調整を
行っている。後述するように文部科学省でもキャ
リア教育を推進する仕組みができたことにより，
中学校において職業体験の授業が実施期間が平成
17年度より1～3日間から5日間以上となった。
　また，経済産業省のシティズンシップ研究会は
『シティズンシップ教育宣言』という報告書を公
表した。この報告書ではシティズンシップ教育が
要請される理由として「福祉国家から，小さな政
府による市民参画型の福祉社会への転換という流
れ」を背景に，厳しい財政状況にある政府が，
「意思決定やサービス提供などに，市民自身の参
画を求めはじめているということ」を指摘してい
る48。そして，青少年については「社会の構成員
として自立・自律していくための術を社会全体が
教えあい，また学び合いながら，新たな能力を身
に付けることが必要」とされ，成人については
「社会に関わるために必要な能力を身に付けられ
ないまま社会に放り出されている市民が増えて
い」るので，「成熟した市民社会で自立・自律す
るために必要な能力を身に付け」ねばならないと
論じられている49。
　そして，報告書においてシティズンシップを
「多様な価値観や文化で構成される社会において，
個人が自己を守り，自己実現を図るとともに，よ
りよい社会の実現に寄与するという目的のため
に，社会の意思決定や運営の過程において，個人
としての権利と義務を行使し，多様な関係者と積
極的に（アクティブに）関わろうとする資質50」
であると定義している。
　『シティズンシップ教育宣言』を公表したが，
経済産業省は直接，シティズンシップ教育のため
の具体的な施策は展開せず，社会人基礎力などの
キャリア教育を行うにとどまっている。
（３）文部科学省のシティズンシップ教育政策
　文部科学省は経済産業省と連携しキャリア教育
を学校教育に導入したが，シティズンシップ教育
については，一部の研究指定校で実施するにとど
まっている。こうした学校以外でのシティズン
シップ教育の実施は各地の自治体，教育委員会，
学校など現場に委ねられている。
　しかし，シティズンシップ教育を全く実施して
いないわけではない。中学校社会科の公民的分野
の学習指導要領については，長沼豊によれば，公
民的分野の「現代社会と私たちの生活」や「国民
生活と経済」，「現代民主政治とこれからの社会」
といった項目において，イギリスのシティズン
シップ教育の知識・理解面との間に大きく異なっ
ていないという51。
　しかし，日本の教育基本法において公共の精神
はうたわれているが，政治的なリテラシーについ
ては言及されていない52。これは教育基本法が改
正された後も同じである。また，学習指導要領で
もシティズンシップ教育的な知識は組み込まれて
いるが，政治的なリテラシーの修得は規定されて
いない。そのため，生徒らは民主主義制度に関わ
る知識や社会的なルールを身に付けることを求め
られるが，学校においてルール策定に関わる役割
は要求されていない53。
小括
　2000年以降，各地でシティズンシップ教育の
取り組みが始まると共に，経済産業省などの従来
の教育政策と関わりをもたなかったアクターに
よっても導入が検討されるようになっていった。
また，キャリア教育が経済産業省と文部科学省の
連携によって推進され，そこではシティズンシッ
プ教育が目指す能力と重なりが見られた。文部科
学省はシティズンシップ教育を全国的に導入しな
かったものの，既存の社会科公民的分野に内容は
知識面などについてはイギリスなどの海外のシ
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ティズンシップ教育に近い内容であった。しか
し，政治的リテラシーなど政治教育としてのシ
ティズンシップ教育の側面は日本の場合，明確に
示されず，またイギリスなどのようにカリキュラ
ム化や評価機関によって，全国的な実施を進める
ことはなかった。
４．日本におけるシティズンシップ教育の
ゆくえ
①シティズンシップの内容での問題
　ここでは日本においてシティズンシップが全国
的に導入，実施される可能性を論じていく。
　冒頭でも論じたように，シティズンシップ教育
の内容は想定されるシティズンシップの中身に
よって左右される。日本の各地でのシティズン
シップ教育の事例を見る限り，シティズンシップ
の中身は多様であるが，社会に積極的に参加する
ことがほぼ共通して求められている。しかし，社
会参加であれ，政治参加であれ，階層の高い人の
方が「参加」に親和的である。このため，経済
的・社会的に余裕がない人を市民性の要件を十分
に備えていない存在として表象する危険性があ
る。例えば，シティズンシップ教育の先進校とし
て注目されるのは，国立大学付属の学校など選抜
度の高い中高一貫教育校が多く，海外でも同様で
あるという54。
　また，中央省庁のレベルでは経済産業省と文部
科学省の間でシティズンシップ観に違いが見られ
る。経済産業省が『シティズンシップ教育宣言』
などで示しているのは，自立した市民の育成や移
民による活動を促進するといった自由主義的な性
格を持つシティズンシップである。これに対し
て，文部科学省が教育基本法や学習指導要領など
示しているのは国民の育成，共同体への貢献，義
務の強調といった共和主義的なシティズンシップ
である。
　さらに，先に論じたように日本ではキャリア教
育によってシティズンシップ教育の一部の内容が
担われている。しかし，シティズンシップ教育や
キャリア教育は包括的で全人格的な能力の開発が
目標するため，こうした教育によって個々の生徒
に対する監視や管理の徹底が進む恐れがある55。
　このようにシティズンシップの内容はシティズ
ンシップ教育の方向性を規定するため慎重な検討
を要する。同時に実際のシティズンシップの内容
はシティズンシップ教育を推進する主体によって
規定されるため，シティズンシップ教育の実施体
制に注目する必要がある。
②地方自治体レベルでの教育実施体制の問題
　現在，シティズンシップ教育が導入に関して，
地方自治体レベルでのシティズンシップ教育を実
施する主体が影響を与えている。この実施主体に
よるシティズンシップ教育に対するメリット・デ
メリットを大久保正弘は表4のようにまとめてい
る。　　　
　近年，地方自治体が主導する教育政策が展開さ
れ，品川区のように自治体主導でシティズンシッ
プ教育が導入された事例もある。大久保は自治体
主導による「市民科」について，次のように論じ
ている。実施のメリットとして自治体独自の特色
づくりができ，地域の活性化策のひとつとなるこ
とがあるという。自治体基本条例とともに，まち
の理念を反映し，地方自治・住民自治のシンボル
にもできる可能性もあるという。また，自治体の
教育理念が明確になることから，選挙などによっ
て住民がそれを選択することができるという。デ
メリットとしては，首長部局のイデオロギーの影
響を受けやすく，カリキュラムや教科書の作成を
めぐって政治闘争が起きる恐れもあるという56。
　今後も自治体主導でシティズンシップ教育が実
施されるが，地域活性化などのメリットと同時
に，首長部局のイデオロギーによってシティズン
シップ教育の内容が左右される可能性もある。ま
た，導入の決定が自治体レベルに委ねられるの
で，全国的に導入，実施されるか否かは中央政府
の関与が重要となる。
③中央政府レベルでの教育実施体制の問題
　「若者自立・挑戦プラン」に基づくキャリア教
育では，省庁間で問題意識の共有がなされ，中央
省庁の施策ではまれな首尾一貫したプランを立て
るための事前調整が進められた。こうした省庁間
による問題意識の共有が円滑な事前調整を支え
た。しかし，そうした共有がどのようにして省庁
間の「総合調整を後押しする」のかは明らかにさ
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れてはいないという57。シティズンシップ教育で
は経済産業省，文部科学省が別個に政策を展開し
ており，中央政府レベルではシティズンシップ教
育に関する政策は省庁間で総合調整が図られてい
ない。
　これまで各地で導入されたシティズンシップ教
育は学校カリキュラムの隙間を利用して実施され
ており，カリキュラム上の明確な保証がなく，総
合的な学習の時間など平成20年度の新学習要領
ではシティズンシップ教育に充てることのできた
時間が削除された。今後，これらの実践はどこに
その居場所を求めるのか不明である58。カリキュ
表4　実施主体別によるメリット・デメリットの整理
実施主体 メリット・成果 デメリット・課題 備考
自治体主導型 ・自治体の特色づくりができ，
地域の活性化につながる。
・選挙等によって，住民が教育
理念を選択できる。
・自治基本条例とともにまちの
理念を反映でき，地方自治の
シンボルになる。
・イデオロギーの影響を受けや
すく，奉仕や規範性の押しつ
けになる恐れもある。
・構造改革特区によ
る独自カリキュラ
ムの作成は可能。
学校主導型 ・公立学校であれば，学校の特
色づくりになる。
・コミュニティスクールや学校
理事会制度との相性がよく，
地域や保護者がカリキュラム
づくりに参加できる。
・学校長の理解による。また，
自治体行政との不一致。
・現行制度では，公立校の独自
カリキュラムの作成は不可能。
総合的な学習の読み替えが限
度。
教員主導型 ・教員の裁量の範囲内で，実験
的・意欲的な取り組みができ
る。（とくに総合的な学習）
・総合的な学習のテーマに理念
軸ができる。
・カリキュラムそのものの策定
はできない。
・社会科の枠内での実践か，選
択社会や総合的な学習で授業
を行う。
・教員個人の努力や人脈力に依
存。得意分野に偏る恐れもあ
る。
・NPOやティーチン
グ・アシスタント
などの支援・コー
ディネートが必要。
・総合的な学習の枠
を使えば，現行制
度でも十分に可能。
NPO主導型 ・授業案などを蓄積し，他の学
校や自治体でも展開できる。
・学校外での社会教育などに向
いている。
・学校や自治体の理解を得るの
が難しい。
・特定テーマのアドボカシー団
体も多く，テーマに偏りが生
じる恐れがある。
・予算や人的リソースに限りが
ある。
・コーディネーター
や フ ァ シ リ テ ー
ターの育成を進め
る必要がある。
・学校や教員との連
携が必要。
学校（教員）・
NPO連携型
・コーディネートや外部団体が
行うことができ，それぞれの
強みを活かせる。
・協力できる学校，団体を探す
のが難しい。
・連携をコーデネー
トする中間組織が
必要。
各主体共通の
メリット・デ
メリット
・社会参加や協働の理念を理解
でき，シティズンシップを育
むことができる。
・保護者や世論の理解を得るの
はまだ難しい。
・策定されたカリキュラムの理
念に保護者や児童生徒が賛同
しない可能性もある。
・教育内容をじかに
教え込むのではな
く，児童生徒が主
体的に考える場に
する必要がある。
出典 長沼豊・大久保正弘編著（2012）p53
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ラムとして採用されるか否かがシティズンシップ
教育の普及を左右するだろう。また，シティズン
シップ教育は歴史が浅く，教育の質や担当する能
力を持った教員を揃えることが課題となるため，
中央政府による補助金などの支援が必要となるだ
ろう。
　このようにシティズンシップ教育が日本で全国
的な導入，実施にはシティズンシップの内容の慎
重な検討，地方レベルでの実施主体の存在，そし
て，中央政府によるカ全国的な実施を支える体
制，具体的にはカリキュラムへの採用，補助金な
ど教育を実施する資源の提供などが整備されるこ
とがその条件となるだろう。現在のところ，特に
重要な条件と考えられるカリキュラムへの採用の
動きは見られず，短期的には全国的な導入の可能
性は低いと思われる。ただし，キャリア教育に
よって，シティズンシップ教育の一部は全国的に
導入，実施されるものと思われる。また，各地で
は，首長部局など自治体主導で導入される可能性
はあると思われる。
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